
今後取り組むべき課題 施　　　　策（国土交通省）
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目  処

北海道運輸局における施策目標
施策位
置付け

【国土交通省】
　安全マネジメントの評価の対象を（安全統括管理
者等の義務付け対象外である）中小規模事業者にも
拡大。
　この場合、以下のような公共性の高い事業者及び
安全性のレベルが低い（社会的に影響の大きい事故
を惹起した等）事業者から優先的に実施。

　・　乗合事業者で、乗合車両を１００両以上保有
　　する事業者

　・　専ら都市間の移動を目的とした運行を行う高
　　速バス及びツアーバス事業者

　・　第一当死亡事故を惹起した事業者

　・　危険物運搬車両による大量漏えい事故を惹起
　　した事業者

（２）ＮＡＳＶＡの活用 【国土交通省、(独)自動車事故対策機構(ＮＡＳＶ
Ａ)】
　安全マネジメント評価に当たって、ＮＡＳＶＡを
活用。

年内 －

（３）安全マネジメント
　　講習

【事業者団体】
　安全マネジメントを浸透させるための講習会を、
定期的（例半期毎等）に実施。また、ＮＡＳＶＡの
実施する安全マネジメント講習等の受講費　用に対
する助成を拡充。

１～２
年以内

－

（４）中小規模事業者向
　　け手引の作成

【事業者団体】
　中小規模事業者が安全マネジメントの取組を容易
に行えるよう、　業態ごとのわかりやすい手引を作
成。

１～２
年以内

－

北 海 道 運 輸 局 施 策 目 標

（１）評価対象の中小規
　　模事業者への拡大

年内

１
．
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安全体
質の確
立□□

　新たに評価対象事業者となった事業者に対
する、安全マネジメント制度の周知を図るた
め、有効かつ効果的な施策を検討し、実施す
る。



（５）事業者団体職員等
   に対する研修

【国土交通省】
　事業者団体の職員等に対し、安全マネジメントに
ついて、国土交通大学校における研修、国土交通省
職員を派遣しての研修等を実施。

２１年
度から

　国土交通大学校における研修の受講の促
進、国土交通省職員を派遣して行う研修の開
催等について、事業者団体への積極的な周知
を図る。

【国土交通省】
　「安全マネジメントの実施に当たっての手引き」
及び「モデル安全管理規程」に以下の内容を追加。

　・　下請事業者の輸送の安全の確保を阻害する行
　　為を行わない旨を下請基準等に盛り込むこと。

　・　下請事業者と長期契約を結ぶ等の密接な関係
　　にある場合は、下請事業者に対する安全マネジ
　　メント体制構築について要請、指導、確認する
　　こと。

【国土交通省】
　安全マネジメント評価において、当該企業が下請
事業者に対し、上記取組みを行えているかを評価の
対象に追加。

年内
　評価項目の追加以降に実施される評価に際
して、追加項目についても適正な評価を実施
する。

【国土交通省】
　安全マネジメント評価の結果、安全マネジメント
体制が整っていると認められる自動車運送事業者に
対しては、監査周期を延長。

年内
　監査周期の延長に係るインセンティブの付
与の手法について検討を行う。

【貨物自動車運送適正化事業実施機関】
　安全マネジメント体制が整っていることをトラッ
ク事業者のＧマーク認定の評価項目の中に組み込
み、重点的な配点を実施。

２１年
度から

－

【国土交通省】
　各モードの優良評価制度との整合性を図りつつ、
安全マネジメント評価の結果が優良な事業者に対
し、事業者名の公表及び行政手続上の優遇措置等を
講ずることを検討。

中長期 －

（７）安全マネジメント
　　体制の整っている事
　　業者に対するインセ
　　ンティブの付与

　新たに追加された内容について周知を図る
とともに、該当する義務付け事業者に対して
安全管理規定の変更等必要な指導を行う。

（６）下請事業者と一体
    となった安全管理体
　　制の構築

年内



（１）運転者に対する指
　　導・監督内容の明確
　　化

【国土交通省】
　運行管理者が運転者に対して、「指導・監督指
針」（告示）に従って実効性のある指導・監督を行
えるよう、指導・監督マニュアルを作成。

２１年
度内

　指導・監督マニュアルの周知を図るととも
に、当該マニュアルの効果的な活用方法につ
いて、運行管理者の一般講習等の機会を捉え
て周知徹底を図る。

安全体
質の確
率□□

（２）指導・監督の実施
　　の記録及び保存の義
　　務付け

【国土交通省】
　省令を改正し、運行管理者が運転者に対して行う
指導・監督の実施の記録及び当該記録の保存を義務
付け。

２１
年夏

　改正内容について、運行管理者の一般講習
等の機会を捉えて周知徹底を図るとともに、
監査時において記録及び保存の状況について
確認する。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

【ＮＡＳＶＡ等の講習実施機関】
　運行管理者の更なるスキルアップのため、以下の
内容をカリキュラムとする実践的な運行管理者講習
（上級講習（仮称））の実施を検討。

　・　映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運
　　行記録計等の新技術の運行管理への活用。

　・　運行管理者が、適性診断に基づき適切な指導
　　を行うための指導方法。等

（４）運行管理者試験に
　　おける出題等の見直
　　し 【(財)運行管理者試験センター】

　運行管理者試験について、より効果的に実務上の
知識及び能力を問うことができるよう、出題及び配
点を見直し。

２１年
度見直
し

２２年
度試験
より実
施

－

【国土交通省】
　運行管理者の補助者の権限等に関し、以下の点を
明確化するため、関係通達を改正。

　・　補助者が行う業務については、運行管理者の
　　指揮命令の下で行われるべきものであり、補助
　　者が点呼を行った際、特異事案が発生した場合
　　には、直ちに運行管理者に報告を行い運行の可
　　否に関し指示を仰ぐべきこと。

２
．
運
行
管
理
制
度

２１
年夏

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

　改正内容について、運行管理者の一般講習
等の機会を捉えて周知徹底を図るとともに、
監査時において管理体制の確立状況の確認を
行う。

（５）運行管理者の補助
　　者の権限等の明確化

安全体
質の確
立□□

１～２
年以内

（３）上級講習（仮称）

－



　・　補助者が行った業務の責任は運行管理者にあ
　　り、法令違反等が確認された場合には、運行管
　　理者が運行管理者資格者証の返納等の処分を受
　　けること。

【国土交通省】
　飲酒運転の根絶のため、以下のとおり省令・通達
を改正。

　・　点呼（出庫時、帰庫時及び出先等で対面点呼
　　が行えない場合を含むすべての点呼）に当たっ
　　ては、アルコールチェッカーを用いて、乗務員
　　の酒気帯びの有無を確認し、記録しなければな
　　らないこと。

　・　アルコールチェッカーが反応した場合は、乗
　　務を禁止しなければならないこと。

　・　出先等で対面点呼が行えない場合には、乗務
　　員にアルコールチェッカーを携行させなければ
　　ならないこと。

　改正内容について機会を捉え周知を図ると
ともに､改正内容が施行されるまでの間に､必
要をなる数のアルコールチェッカーの確保に
ついて指導を行う｡

（７）運行管理者講習等
　　におけるアルコール
　　に関する専門的教育

【ＮＡＳＶＡ等の講習実施機関】
　運転者に対する飲酒運転防止の指導を充実させる
ため、関係機関と協力して、アルコールに関する専
門的な教育を、運行管理者講習等で実施。

２２年
度から

－

【国土交通省】
　・　タクシー事業：平成１８年の運行記録計の義
　　務付け指定地域拡大後における事故、過労運転
　　等の発生状況等を踏まえつつ、さらなる地域の
　　拡大について検討。

－

　・　トラック事業：現在、運行記録計の義務付け
　　の対象外とされている自動車のうち、長距離運
　　転が常態化しやすいと考えられるもの（例　最
　　大総重量７ｔ以上８ｔ未満のトラック）につい
　　て、義務付けの拡大を検討。

－

　改正内容について、運行管理者の一般講習
等の機会を捉えて周知徹底を図るとともに、
監査時において実施状況及び記録の状況につ
いて確認を行う。 飲酒運

転の根
絶□□

安全体
質の確
立□□

（８）運行記録計の義務
　　付け拡大

（６）点呼時におけるア
　　ルコールチェッカー
　　の使用の義務付け

１～２
年以内

２１年
度内に
改正

改正１
年後施
行



【国土交通省】
　過労防止以外の観点（安全対策・環境対策等）か
ら運行記録計の必要性、活用方策について検討し、
これを踏まえ義務付け範囲の拡大について検討。

中長期 －

（９）映像記録型ドライ
　　ブレコーダ、デジタ
　　ル式運行記録計等を
　　活用した運行管理の
　　高度化

【国土交通省】
　映像記録型ドライブレコーダ、デジタル式運行記
録計、ＧＰＳ－ＡＶＭといったＩＴ機器を活用し、
安全対策・環境対策の推進、経営の効率化等、運行
管理の高度化を一体的に進めるため、機器の仕様の
作成、導入インセンティブの付与等更なる普及方策
について、必要な検討を実施。

１～２
年以内

－

安全体
質の確
立□□

ＩＴ・
新技術
の活用

（10）ＩＴ点呼に係る要
　　件の拡大

【国土交通省】
　新たなＩＴ点呼実施の実証実験結果を踏まえ、Ｉ
Ｔ点呼実施に係る要件拡大を検討。

１～２
年以内

－
ＩＴ・
新技術
の活用

【国土交通省】
　業界全体で事故情報を共有化するため、以下の情
報を発信するメールマガジン「自動車安全（仮
称）」を創設。

　・　重大事故の発生状況等（事故速報に基づくも
　　の）

　・　「自動車運送事業に係る交通事故要因分析検
　　討会」において行う、社会的に影響の大きい重
　　大事故の要因分析結果

【国土交通省】
　「自動車事故報告規則」（省令）を以下のとおり
改正。

　・　事故速報の報告範囲の拡大

　・　事故速報の報告時期の迅速化

（１）業界全体での事故
　　情報の共有

３
．
事
故
情
報
の
活
用
充
実

　メールマガジンの活用について、事業者団
体加盟事業者はもとより未加盟事業者に対し
ても広く周知を図る。

安全体
質の確
立□□

速や
かに

２１
年夏

（２）事故速報の報告範
　　囲及び報告時期の見
　　直し 　改正内容について、全事業者に対して周知

徹底を図る。



【国土交通省】
　運転者に多い疾病、運行管理上の観点から把握す
べき症状、それらが運行に及ぼす影響等を医学的な
見地から調査・分析。
　これに基づき、健康状態に応じた乗務可否の判断
の基準等を示した指針（ガイドライン）を作成。
　また、当該ガイドラインにおいて、健康診断で異
常が認められた乗務員に対し、再検査の受診結果の
提示を求めるべきこと等を明確化。

２１年
度内

　作成されたガイドラインの活用について広
く周知を図るとともにガイドラインに規定さ
れる内容に沿った対応について指導を行う。
また、監査時及び年末年始輸送安全総点検等
の機会を捉えて再検査に係る受診状況につい
て確認を行う。

【国土交通省】
　事業者団体等を通じて、上記ガイドラインの徹底
及びフォローアップを実施。

２１年
度以降

－

【国土交通省】
　新規採用運転者の指導・監督に関して、以下のと
おり告示・通達を改正。

　・　運転者として新たに採用する者については採
　　用時に運転記録証明書や無事故無違反証明書を
　　確認し､過去の事故及び違反歴を把握した上で､
　　それに応じた指導を徹底すべきこと。

　・　自動車運送事業に係る事故歴を把握した場合
　　には、適性診断（特定診断）を確実に受診させ
　　ること。

【国土交通省】
　自動車運送事業者が惹起した重大事故及び法令違
反に関して発注者の関与が認められた場合には、当
該発注者の名称等を公表することとするよう、通達
改正等により必要な措置を実施。

年内
　改正通達に沿った対応を図るとともに該当
事案が発生した際には迅速な対応を行う。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

５．荷主等の発注者への対策

４
．
運
転
者
対
策
の
充
実
・
強
化
（２）事故歴等の把握

２１
年夏

　改正内容について、全事業者に対して周知
徹底を図るとともに監査時において採用時の
確認状況及び事故歴のある者の特定診断の受
診状況について確認を行う。

安全体
質の確
立□□

安全体
質の確
立□□

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

（１）運転者の健康管理
　　に係る指針の作成



資料３－８

（１）監査要員の増員 　平成２１年度において、監査要員を２８人増員す
るとともに、引き続き監査要員の増員を図り、監査
体制の強化を推進。

継続 －

【国土交通省】
　監査の効率化を図るため、臨店監査（特別監査を
除く。）の実施に当たっての重点項目を監査端緒ご
とに明確化。

２１
年夏

　監査計画の策定に際して、明確化された監
査端緒ごとの重点項目を反映させるととも
に、重点項目の内容により臨店監査及び呼出
し監査を適切に運用し、監査の効率化を図
る。

【国土交通省、タクシーセンター】
　タクシー事業について、東京地域においても、タ
クシーセンターからの街頭指導等の情報に基づく監
査を実施。
　さらに、東京、大阪地域以外においてタクシー業
務適正化事業実施機関が指定された場合には、当該
地域においても実施を検討。

１～２
年以内

－

（３）連携する民間団体
　　職員に対する研修 【国土交通省】

　貨物自動車運送適正化事業実施機関等、監査と連
携する民間団体の職員の巡回指導等の資質向上のた
め、当該職員に対し、国土交通大学校における研
修、国土交通省職員を派遣しての研修等を実施。

２１年
度から

　国土交通大学校における研修の受講の促
進、国土交通省職員を派遣して行う研修の開
催等について積極的な周知を図るとともに、
現在行っている巡回指導への運輸支局職員の
同行による指導について、その指導内容の高
度化について検討を行う。

（４）監査における関係
　　省庁間の連携

【国土交通省】
　労働局との合同監査・監督の充実を図るため、厚
生労働省との間で監査方針を統一。

２１
年夏

　引き続き合同監査・監督を実施する。

【国土交通省】
　以下の場合について、道路運送法等に基づく行政
処分の対象に追加。

　・　旅客、貨物両事業について、最低賃金法に違
　　反している場合

　・　旅客事業について、社会保険等未加入である
　　場合

（２）効率的な監査の実
　　施

６
．
事
後
チ
ェ
ッ
ク
機
能
の
充
実
・
強
化 コンプ

ライア
ンスの
徹底□

年内

（５）行政処分対象の拡
　　大 　行政処分対象項目の追加について事業者へ

の周知徹底を図る。

　追加項目について、監査時に適切な検査が
行われるよう手法等についての研修等を実施
し、監査要員のスキルアップを図る。



【国土交通省】
　飲酒運転が行われた場合には、他の悪質違反の場
合に比し、より重い行政処分を課すことができるよ
う、処分基準を強化。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□
飲酒運
転の根
絶□□

【国土交通省】
　その他、法令違反等の実態を踏まえ、労働関係・
社会保険関係の法令違反を含め処分基準を強化。

【国土交通省】
　処分逃れ対策として、以下のとおり処分基準の改
正等を実施。

　・　監査対象営業所の配置車両数を他の営業所に
　　移した場合は、移した先の営業所に対しても行
　　政処分を実施。

　・　処分対象事業者が車両、運転者、荷主（トラ
　　ックの場合）等を一体としてグループ会社休眠
　　会社等に移している場合等、処分対象事業者と
　　車両移転先事業者との間に事業の継続性及び同
　　一性が認められるものについて、営業譲渡が行
　　われたものとして、車両移動先事業者に対して
　　も、行政処分を実施、違反点数を承継。
　　　また、必要な場合には、処分逃れをした事業
　　者及びその経営者等を道路運送法等の違反容疑
　　で刑事告発を実施。

【国土交通省】
　タクシー事業者に対する行政処分について、法令
違反に基づく処分量定に、遊休車両数に応じた使用
停止処分を加算することにより処分の実効性を確
保。

年内

（８）貨物事業許可基準
　　未満の事業者に対す
　　る集中的な監査

【国土交通省】
　貨物事業許可基準（５両）未満の車両数の事業者
に対して、優先的、集中的に監査を実施。

２１
年度

　平成２１年６月を重点月間とし、全対象事
業者８７社に対して監査を実施する。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

　改正内容を全事業者に周知するとともに、
対象事案であるか否かについて適切な判断が
行える体制、情報の収集及び情報の共有に係
る手法ついて検討を行う。

（７）処分逃れの防止

　変更される処分基準の内容をを積極的に広
く事業者へ周知することにより違反の発生を
抑止する予防的活動を展開する。また、対象
事案の発生に際しては、迅速かつ厳格な監査
を実施し、適正な行政処分を実施する。

（６）処分基準の強化

年内

年内



【国土交通省】
　内閣府の行う常習飲酒運転者の飲酒運転行動抑止
に関する調査研究・各種検証の結果を踏まえ、呼気
吹き込み式アルコール・インターロック装置の技術
指針（案）を最終化。

２２年
度中

－

【国土交通省】
　呼気吹き込み式アルコール・インターロック装置
の技術指針に基づき、適合品をユーザーが容易に識
別できるよう、装置の認定制度の創設等を行い、呼
気吹き込み式アルコール・インターロック装置の普
及を促進。

２２年
度から

－

【国土交通省】
　手の平の汗に含まれるアルコールを検知し飲酒運
転を防止する等の新たな技術開発を促進。

２１年
度から

－

【国土交通省】
　以下のとおり、大型車の衝突被害軽減ブレーキの
普及を促進。

　・　衝突被害軽減ブレーキの補助制度を継続・拡
　　充。

　・　新車への装着義務化について検討。

　・　税制優遇措置の検討及び任意保険の保険料率
　　への反映に向けた検討を実施。

【国土交通省】
　大型車のＥＶＳＣ（電子式車両姿勢制御装置）の
基準化・義務化のため、事故削減効果等の調査を行
い、その普及を促進。

２１年
度から

－

【国土交通省】
　先進安全自動車（ＡＳＶ）推進計画に基づき、産
学官連携の下、広報活動等を通して実用化されてい
るＡＳＶ技術の普及を促進。

継続
　先進安全自動車（ＡＳＶ）の推進計画に基
づき、広報活動等を通じて実用化されている
ＡＳＶ技術の普及を促進する。

飲酒
運転
の根
絶□

（１）アルコール・イン
　　ターロック装置の普
　　及

７
．
車
両
の
安
全
対
策

（２）衝突被害軽減ブレ
　　ーキの普及促進

　大型車の衝突被害軽減ブレーキ装置を導入
した費用の一部を助成する制度を広く啓発し
て装置の普及促進を図る。

ＩＴ・
新技術
の活用（３）新たな予防安全技

　　術の普及促進

継続



【国土交通省】
　居眠り等のドライバーの状態検知技術や通信技術
を利用したドライバーへの警報支援装置の開発・実
用化を促進。

中長期 －

【国土交通省】
　スピードリミッターの不正改造防止のため、以下
の対策を実施。

　・　警察との連携を強化し、街頭検査、監査等を
　　効率的に実施。

　・　不正改造の実態を把握し、事例等を体系的に
　　整理した、不正改造確認のためのマニュアルを
　　作成。

　・　上記マニュアルを活用し、不正改造を行った
　　と思われる改造施工者、自動車運送事業者に対
　　する監査を実施。

　・　不正改造等を検査するための施設の整備を検
　　討。

【国土交通省】
　デジタル式運行記録計やＯＢＤ（On-board
diagnosis：車載診断装置）を用いて不正改造履歴
の記録が行えるよう、技術開発を行い、将来的には
義務付ける等の対策を検討。

２１年
度から

－
ＩＴ・
新技術
の活用

【国土交通省】
　大型車の車輪脱落事故や車両火災に係る再発防止
策を含め、確実な点検整備の実施について、自動車
点検整備推進運動、整備管理者研修等により啓発を
促進。

年内

　大型車における車輪脱落事故・車両火災事
故等の点検整備等の不良に起因する事故の防
止を強化するため、自動車点検整備推進運動
及び整備管理者研修において指導を行う。

【国土交通省】
　大型車の車輪脱落事故等、社会的影響の大きな車
両故障事故が発生した場合の調査結果の取扱い手順
を策定し、自動車運送事業者又は整備事業者に対す
る監査の実施等の再発防止策について明確化。

年内 －

（４）スピードリミッタ
　　ーの不正改造の防止

８
．
整
備
の
充
実
・
強
化

（１）車輪脱落事故等の
　　再発防止

　（社）日本路線トラック連盟と当局との協
議により、日本路線トラック連盟の安全パト
ロール指導員が道路パトロールにおいて、ス
ピード・リミッターを解除していることが疑
われる車両（疑いの判断は、当該パトロール
車が高速道路を１００㎞で走行中に大型貨物
に追越されることによる。）について、「安
全共同パトロール通知票」により通報された
車両について、当該事業者への事実の確認及
び事実であれば不正改造防止について、指導
を行う。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

安全体
質の確
立□□

継続



【国土交通省】
　ホイール取り付け方法について、ＩＳＯ方式への
一元化が進められる状況において、混在するＪＩＳ
方式とＩＳＯ方式それぞれにおける適切な点検整備
の方法等の周知を徹底。

継続

　ホイール取り付け方法について、ＩＳＯ方
式への一元化が進められる状況において、混
在するＪＩＳ方式とＩＳＯ方式それぞれにお
ける適切な点検整備の方法等の周知を自動車
検査員研修、整備主任者研修、整備管理者研
修等において、徹底する。

【国土交通省】
　整備管理者研修等において、平成１９年改正の整
備管理者に係る新制度の周知徹底を図るとともに、
点検整備実施率の向上、整備管理者研修受講率の引
き上げ、事故の再発防止策の徹底のため、整備管理
者研修を充実。

１～２
年以内

　整備管理者研修等において、研修受講率の
引き上げ、点検整備実施率の向上、事故の再
発防止策の徹底のため研修を充実する。

【国土交通省】
　点検整備実施率の向上のため、処分基準を強化。

年内
　処分基準強化後の監査において、定期点検
整備の実施状況に関して適確な検査を実施す
る。

コンプ
ライア
ンスの
徹底□

【国土交通省】
　事業者や運転者の安全性、サービス水準等に関す
る評価制度（ランク制度）の導入・改善等、安全性
も含めた事業者等の優劣が判別できるような方法に
ついて検討。

２１年
度内

－

【国土交通省】
　事業者や運転者ごとの事故率などのデータを活用
して、安全性に問題のある事業者や運転者につい
て、タクシーセンターで整備している乗り場や駅構
内施設等への入構を制限することについて検討。

２１年
度内

－

【国土交通省】
　苦情への対応に関する情報の開示及び行政処分に
関する情報開示のさらなる充実。

２１年
度内

　本省の指示内容を検証し、対応策について
検討を実施する。

（２）貸切バス事業 【国土交通省】
　「貸切バス事業者の安全性等評価･認定制度検討
委員会」の報告（２０年度内とりまとめ）を踏ま
え、貸切バス事業者に係る評価を公表する制度を整
備。

２２年
度早期

－

安全体
質の確
立□□

（１）タクシー事業

（２）整備管理の徹底

９．利用者等が安全性の観点から運送サービスを容易に取捨選択できる仕組みの整備



【国土交通省・警察庁】
　事故の発生割合が高い区間における交差点改良や
歩道の整備、中央帯の設置、信号器改良等。
　通学路における歩道の整備やカラー舗装、防護柵
の設置等。
　生活道路への通過交通が多く、事故の発生割合が
高い地区において、生活道路への通過交通を抑制す
るためのクランクやハンプ等の整備による、歩行者
等の安心・安全の確保。
　防護柵や道路反射鏡等の交通安全施設の適切な維
持・管理を実施。等

継続 －
道路交
通環境
の改善

１０．道路交通環境の改善


